
令和６（2024）年度
予算について



令和６年度 予算 概要 
 
 
 

1：正味財産増減計算予算書・・・・・・・・・・・● 
2：収⽀予算書（事業ベース）・・・・・・・・・・● 
 
 

 
 

 
 
令和 6 年度の事業計画に基づき、公益⽬的事業会計、収益事業等会計、法⼈会計の 3 つ

の区分を設け予算を作成した。 
 
経常収益は、正会員会費は、本年度会費（未収分も含む）と過年度会費を加え 5 億 1,800

万円を、事業収益は 2 億 4,271 万 3,291 円を⾒込み、経常収益は 7 億 7,443 万 687 円とし
た。なお、受取⼊会⾦と正会員会費は、公益認定申請に基づき公益⽬的事業会計の⽐率 50％
を下回らないように配分した。 

 
経常費⽤は、公益⽬的事業費で 6 億 6,197 万 1,582 円、収益事業費で 1,478 万 4,419 円、

管理費で 1 億 5,947 万 2,667 円の合計 8 億 3,622 万 8,668 円を⾒込んだ。 
⼤きな内訳は、令和 3 年厚⽣労働省告⽰第 273 号研修（告⽰研修）を盛り込んだ A 事業

で 2 億 4,245 万 5,152 円。沖縄コンベンションセンターにて開催する第 1 回⽇本放射線医
療技術学術⼤会（第 40 回⽇本診療放射線技師学術⼤会）、会誌の発⾏及び国⺠が集うイベ
ントや教育機関を通じた広報に関する事業などを盛り込んだ B 事業で 1 億 9,892 万 9,940
円。ほかに分科会による資格認定に関する事業を含む D 事業で 3,060 万 3,570 円を計上し
ている。本年度予算では⽣涯学習に関わる講習会や各種試験のオンライン実施にかかる
web システム構築・改修に費⽤を計上している。web の活⽤により会員の居住地域に依ら
ないイベントへの参加機会の実現に向けて引き続き予算を計上していく。また、本年度よ
り始まる新たな事業として新たな注射⾏為に対する研修、原⼦⼒災害時に備えた⼈材育成
研修があり、適切な予算配分を⾏った。 

 
また、事務所維持費（賃借料含む）、職員⼈件費、減価償却費等は、公益認定申請書（Ｆ

表）の配賦割合に基づき事業費と管理費へ振り分けを⾏った。本年度中に事務所の拡張移
転を予定しており、移転および原状回復費を計上した。 

 
正味財産期末残⾼を 7 億 4,523 万 6,024 円とした。参考までに公益法⼈申請時における

公益⽬的事業ごとの事業ベースの収⽀予算書を添付した。公益事業収⽀差額分は管理費よ
り充当する。 
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(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
 １．経常増減の部

(1) 経常収益

その他
会議費
支払手数料

委託費
教材費
翻訳料
地域補助費
雑費

旅費
租税公課
支払負担金
支払負担金

支払助成金

会場借料
　保守費

　保守費
保険料
諸謝金
謝金

印刷製本費
図書費
光熱水料費
賃借料
賃借料
物品賃借料

通信運搬費
減価償却費
消耗什器備品費
消耗品費
修繕費

退職給付費用
法定福利費
福利厚生費

旅費交通費

給料手当
給料手当
非常勤手当

通勤手当
通勤手当
非常勤通勤

研修費

事業費
役員報酬

受取助成金等
学術大会開催助成金

受取寄付金
雑収益
受取利息
その他雑収益

臨時雇賃金

受取負担金

講習会受講料等収益
学術大会参加登録費収益

経常収益計
(2) 経常費用

2024年度　正味財産増減計算予算書
2024年4月1日から2025年3月31日まで

公益社団法人日本診療放射線技師会
2024年度 予算

科  目

広告収益
被ばく適正化施設認定に係る収益
団体保険手数料収益

正会員受取会費
事業収益

基本財産運用益
特定資産運用益
学術奨励基金受取利息

受取入会金
受取入会金

受取会費
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令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

令和6年度　正味財産増減計算予算書



(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計

2024年度　正味財産増減計算予算書
2024年4月1日から2025年3月31日まで

公益社団法人日本診療放射線技師会
2024年度 予算

科  目

△ 152,733,695 △ 11,156,619 △ 61,797,981
 2．経常外増減の部

(1) 経常外収益

(2) 経常外費用

△ 102,092,333
△ 61,797,981 △ 61,797,981

指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高

評価損益等計
当期経常増減額

賞与引当金繰入
徴収不能引当金繰入

        経常費用計
評価損益等調整前当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計
当期経常外増減額
他会計振替額
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額

その他
委託費
図書費
顧問料
雑費
その他

支払負担金
支払助成金
支払利息
支払手数料

保守費
修繕費
保険料
諸謝金
租税公課

光熱水料費
賃借料
賃借料
物品賃借料
会場借料

保守費

減価償却費
消耗什器備品費
消耗品費
印刷製本費

法定福利費
福利厚生費
研修費
会議費
旅費交通費
通信運搬費

通勤手当
通勤手当
非常勤通勤

臨時雇上費
退職給付費用

支払利息
        管理費

役員報酬
給料手当
給料手当
非常勤手当

賞与引当金繰入
徴収不能引当金繰入
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令和6年度　正味財産増減計算予算書
令和6年4月1日から令和7年3月31日まで



収入 支出 収入 支出
公益目的事業会計

Ａ：診療放射線学及び診療放射線技術の質の向上発展に関する事業
放射線診療に関する技術講習会の開催

診療放射線技師基礎講習
放射線取扱主任者定期講習会
組織強化のための講習会
フレッシャーズセミナーの開催
マネジメント研修の開催
業務改善推進委員会によるイベントの開催
超音波講習会の開催
倫理に関するオンライン教育

レントゲン週間イベント等診療放射線技術の啓蒙
レントゲン週間イベントの開催
日本診療放射線技師会・日本放射線技術学会合同学術セミナーの開催

診療放射線業務の評価及び改善に関する事業
診療放射線業務に関する調査
診療放射線技師の業務拡大に伴う講習会および告示研修の開催
統一講習会の開催（2015研修）
診療放射線技師の業務拡大に伴う告示研修会の開催（告示研修）
新たな注射行為に対する研修の開催
診療放射線技師国家試験問題の評価
診療放射線技師技師学校養成所指定規則の改正に向けた取り組み

がん対策ならびに検診受診促進に関する事業
がん検診受診率50％向上
がん放射線治療の均てん化
がん対策シンポジウムの開催

Ｂ：診療放射線学に関する研究と啓発に関する事業
学術大会の開催

学術大会の開催
日本診療放射線技師学術大会の開催
日本診療放射線技師学術大会の準備
地域学術大会の開催

業界誌等の発行
定期刊行物の発行
会誌「JART」の発行
 ホームページによる情報提供
入会促進パンフレットの作成・配布
その他、必要な編集・広報事業

委託研究、課題研究の公募
学術研究助成金に関する事業

Ｃ：放射線診療の安全確保に係る事業
放射線診療における安全確保のための講習会、セミナーの開催

医療安全の推進に関する事業
放射線部門における安全管理の推進
医療機器安全管理の推進
医療事故調査支援
その他医療安全の推進
臨床実習施設に関する事業

放射線被ばく低減に関する事業
医療被ばく低減施設認定事業
医療被ばく低減施設認定取得セミナーの開催
放射線被ばく低減施設認定審査
(3）医療被ばく低減関連委員会企画の実施
サーベイヤー養成講習会
医療被ばく研究情報ネットワーム（J-RIME）への協力
生殖腺防護における鉛シールド廃止

原子力災害等に関する事業
医療職種における職種境界業務調整の推進

チーム医療の推進に関する事業
医療関連職能団体
医療関連団体との協同

2024年度　収支予算書 事業ベース

事業名 2024年度 予算2023年度 実績

─ 64 ─

令和6年度　収支予算書 事業ベース



収入 支出 収入 支出
事業名 2024年度 予算2023年度 実績

放射線に関する無料相談所の開設
放射線検査説明相談促進
放射線被ばく相談に関する事業

Ｄ：診療放射線技師の生涯教育に関する事業
資格認定講習会の開催

生涯教育の構築並びに推進に関する事業
分科会による資格認定に関する事業
放射線機器管理士分科会
放射線管理士分科会 
放射線治療分科会
消化管画像分科会
医療画像情報精度管理士分科会
オートプシー・イメージング(Ai)分科会
臨床実習指導教員分科会
骨関節撮影分科会
画像等手術支援分科会
放射線被ばく相談員分科会
災害支援認定診療放射線技師分科会
国際認定資格試験

インターネットによる遠隔講習のための改修・整備
ホームページによる広報と更新
e-ラーニングの改修及び整備・運用

Ｅ：本会目的達成のための他団体との連携活動等の事業
関係団体との交流事業（国内）

都道府県技師会との連携
認定機構等との連携
診療放射線技師養成機関との連携
診療放射線技師職域団体との連携
本会承認学会との連携
その他、必要な団体との連携

関係団体交流事業（国際）
世界放射線技師会との学術交流
アジア･オーストラレーシア（AACRT）地域との学術交流
東アジア地域との学術交流
その他、国際学術交流に必要な事業

会員情報システムの構築、整備
※ 公益目的事業共通（人件費・家賃・事務諸費）

Ｓ：収益事業等会計（その他事業（相互扶助等の事業））
表彰に関する事業
奨学金制度の推進
賠償責任保険（全員加入）関する事業
任意加入保険に関する事業
無料職業紹介に関する事業

Ｆ：法人会計
総会
役員会
会費請求業務(事5：5管）
会員カード発行業務
事務諸費

公益目的事業会計合計　(A～E, 公益目的事業共通)

収益事業等会計(その他事業(相互扶助等の事業))合計　(S)

法人会計合計　(F)

合計　(全会計)
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